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大規模メロン生産地域における施設園芸の多角化
－鉾田市造谷地区を事例に－
羽田　司・児玉恵理・安村健亮・冨田厚志 
舒　梦雨・志村　衛・市川康夫・田林　明
本研究は茨城県鉾田市造谷地区において施設園芸がどのように変容しながら，半世紀にわたり大規
模なメロン産地が存続してきたかを明らかにした．その際，生産品目やその組み合わせの変化に着目
し，変化要因を施設園芸農家が置かれる圃場条件や集出荷状況，労働力，さらには作型による経済性
といった要素から多面的に考察した．造谷地区には平坦な土地が多く，屋敷地周辺に農地が集中する
ことから，メロンと抑制トマトを中心とした施設園芸が発達した．そして，東京という大消費地との
近接性から多様な集出荷組織が存在し，様々な集出荷形態をとることが農家の販路の選択肢を広げて
いた．2000年代になると従来の作型に葉菜類が加わることで農家の経営形態が多角化し，依然として
収益性の高い施設園芸が維持されている．こうした要因として，圃場条件や市場との近接性，多様な
集出荷組織，そして経営主の世代交代の進行と後継者の確保，補完労働力として導入される外国人実
習生の存在があげられる．
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Ⅰ　はじめに
Ⅰ－１　研究背景
日本のメロン産地には，北海道の夕張市や静岡
県の袋井市や磐田市，浜松市などのような高級メ
ロンの産地と，茨城県や熊本県のような一般消費
向けの大量生産を行う産地がある．本稿で対象と
した茨城県鉾田市は，メロンの出荷量が日本一の
代表的な一般消費向けメロン産地となっている．
ここでは無加温のビニールハウスを用いた施設園
芸によってメロンが栽培されている．
農業地理学における施設園芸地域に関するこれ
までの研究を検討すると，1980年代までを中心に
施設園芸地域の形成や実態，特徴，その全国的分
布について明らかにされてきた．施設園芸は自然
条件の活用だけでなく，新たな栽培技術の導入
や，生産および集出荷の組織化・効率化，さらに
は，行政や農業諸団体の指導や施策により発展し
た（坂本，1972；伊藤，1987；1989）．また，各
種の補助制度を活用して初期投資を軽減できたこ
とも，施設園芸地域の形成および拡大の要因であ
ると指摘されている（松井，1967；高柳，2004）．
地域において施設園芸を積極的に導入したのは屋
敷地の周りに集中させて農地を所有する農家で
あった（山本ほか，1984；1985）．しかし，藤（1977）
は施設園芸地域が産地指定されることで，各農家
の農業経営形態が規定され，施設園芸を行ってき
た農家がより施設園芸に特化する農家と撤退する
農家に分化することを明らかにした．こうした施
設園芸は，大都市近郊地域や輸送園芸地域に発達
しており，松井（1979）は施設園芸地域の立地条
件による市場での優位性について言及した．そこ
では，特定の輸送園芸地域が他の輸送園芸地域や
近郊農業地域を衰退させる事例が多いなか，施設
化した近郊農業地域の台頭に伴い，輸送園芸地域
が市場競争で不利な状況に置かれる事例が紹介さ
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れた．
1990年代になると，土地利用の特徴や存続要
因，さらには，工業的農業という視点から施設園
芸地域がとらえ直されている．農業地域において
土地と労働力が集約的である施設園芸が発達する
ことは，地域内に多くの耕作放棄地を発生させる
要因となっていた（森本，1991）．しかし，大都
市近郊地域では施設園芸の発達や，兼業化および
脱農化によって発生した余剰農地を，土地利用型
農業を行う専業農家が借りることで，地域全体の
農地が維持されており（李，1999），施設園芸と
土地利用型農業が同一地域で発達することが農村
景観を維持する上で重要であった．仁平（1998）
は，専門教育を受け，広域的な情報網を有する後
継者世代が先駆的農家となり，技術革新をもたら
していることが施設園芸地域の存続要因であると
した．また，伊藤（1993）は，施設園芸の経営方
針が利潤を目的として，労働力を組織し，施設化・
装置化を進めることによって，土地条件を含めた
自然環境の拘束性をある程度克服し，工業生産と
類似したシステムの下で農業が営まれていること
を明らかにした．
2000年代になると，農産物価格の低迷や農業従
事者の高齢化により全国的に農業が衰退するな
か，施設園芸が比較的維持されている地域を対象
に，その地域的特色や維持要因が検討されている．
永井ほか（2006）は，後継者の有無や高コストの
資本投入の可否，経営規模の大小，居住する集落
などの条件によって施設園芸農家の経営形態が分
化していくことを明らかにした．淡野ほか（2008）
は，40年以上にわたって施設園芸型小玉スイカ産
地を維持する地域において，従来の作型を継続す
る農家のほかに，新たな作物を導入しながら，小
玉スイカの生産を継続する農家が存在することを
明らかにした．これは，特定作物の価格下落を避
ける意味での危険分散や，連作障害の抑止を企図
していた．また，農業の観光利用や水耕栽培と
いった技術革新を行うことで施設園芸を維持して
いる地域もある（井口ほか，2008；Iguchi et al. 
2007）．こうした研究成果は継続される施設園芸
においても，その性格は変化していることを示唆
するが，農業労働力の再生産や，現在の施設園芸
の経済性については十分に検討されていない．い
かに農業労働力を確保し，高い収益性を維持する
のかについて検討することは，今後も施設園芸地
域を存続させていく上で重要であろう．
メロンは生育期間が長く，１つの株からの収穫
物が少ない．さらに，メロンは価格の高い果物で
あり，一度の失敗が収入を大きく左右する．こう
したメロンの特徴は，メロン栽培農家に高い栽培
技術を要求し，栽培上の危険性も大きいことか
ら，産地を存続させるのは容易ではない．しかし，
本稿で対象とする茨城県鉾田市造谷地区は，半世
紀にわたり大規模なメロン産地として存続してき
た．そこで，本研究では大規模メロン産地におけ
る施設園芸が，どのように変容しながら存続して
きたかを明らかにする．その際，生産品目やその
組み合わせの変化に着目し，変化要因を施設園芸
農家が置かれる圃場条件や集出荷状況，労働力，
さらには作型による経済性といった要素から考察
する．
分析の手順として，Ⅰでは研究の課題と意義に
ついて述べ，さらに鉾田市造谷地区の自然環境と
人文環境を概観する．Ⅱは鉾田市域における農村
の成立過程を明らかにした上で，造谷地区を中心
にJA茨城旭村（以下，旭村農協）管内の農業の
変遷を述べる．Ⅲでは土地利用や主要作物，農業
労働力といった生産活動の特徴と対象地域で活動
する集出荷組織の諸形態について言及する．Ⅳで
は造谷地区農家の経営形態を栽培作物から類型化
し，事例農家をあげてそれぞれの経営類型の性格
や相互関係を検討する．Ⅴでは以上の結果を踏ま
えた上で，造谷地区における施設園芸が存続する
ためにいかに変容してきたかについて考察する．
茨城県鉾田市は東京都心部から北東90kmに位
置する．鉾田市は2005年10月に鉾田町と旭村，大
洋村が合併して成立したが，造谷地区は旧旭村
に属している．鹿行地域において最も早くメロ
ンが導入されたのが造谷地区である（田林ほか，
1984）．旧旭村の農業に関する研究成果として北
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村（1987）や安藤（2005）によるものがあげられ
る．北村（1987）は1980年代後半の農業経営形態
を，①甘藷栽培を主とする土地利用型農業，②耕
地および家族内労働力を限界まで利用した施設園
芸，③養豚業，④小規模零細農業に類型化し，離
農する者も多いことを指摘している．安藤（2005）
は強固な家族経営による大規模甘藷作あるいは大
規模施設野菜作経営が成立してきたが，さらなる
規模拡大と高齢化対策として，近年では雇用労働
力の導入が進んでいることを述べている．
Ⅰ－２　研究対象地域
１）自然環境
鉾田市は茨城県の臨海部に位置し，鹿島台地面
が多くを占めている．市域の北部には涸沼，南西
部には北浦があり，鹿島灘に面する東部には，標
高50m程度の砂丘が発達する．鉾田市では，０～
３°と緩い傾斜の土地が市の面積の96.6％を占め
る（経済企画庁総合開発局国土調整課，1973）．
鹿島台地の地質層序をみると，最上部には関東
ローム層が堆積し，その下には砂礫層や粘土層
があり，さらに下層の成田層群に至る（斎藤，
1974）．
鉾田市の年平均気温は13.3℃，最暖月（８月）
の最高気温が29.5℃，最寒月（１月）の最低気温
が－3.1℃となっており，これらは東京都心部と
比較して１～３℃ほど低い（第１図）．また，年
降水量は1,395.1㎜であることから，これも東京都
心部の年降水量（1,528.8㎜）と比べて少ない．特
に夏と冬に少雨なことから，鉾田市ではしばし旱
魃にみまわれてきた．
本稿の対象地域である造谷地区は，鉾田市の北
部にある涸沼の南方３㎞に位置する．標高30～40
ｍの鹿島台地上にあることから多くの平坦地が広
がり農業の卓越する地区である（第２図）．涸沼
に注ぐ大谷川が地区内を北上し，河川沿いは低地
となっている．
２）人文環境
鉾田市の東部には国道51号線，中央部には鹿島
臨海鉄道大洗鹿島線が南北に縦断している．また，
市域の西に隣接する小美玉市には2010年に開港し
た茨城空港および航空自衛隊百里基地が立地し，
第１図　鉾田市の雨温図（1981～2010年の平均値）
 （気象庁データにより作成） 第２図　研究対象地域
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交通の利便性が高い．
2010年の国勢調査によると鉾田市には50,156人
が居住しており，15歳以上の就業者数は26,165人
である．15歳以上の農業就業割合が全国平均で
3.6％，茨城県平均で5.7％であるのに対し，鉾田
市では32.4％にあたる8,489人が農業に従事し，就
業先としての農業の重要度は高い．
鉾 田 市 に お け る2010年 の 経 営 耕 地 面 積 は， 
7,063haである．そのうち，水田が1,311ha，畑が
5,752haとなっており，畑が卓越している（第３
図）．特に市域の北東部において畑作が盛んで，
それぞれの農家の経営規模が大きい．総農家数は
1970年の6,737戸から2010年の3,772戸に減少して
いる（第４図ａ））．専業農家の割合は1970年の
36％が2010年には35％となり大きく変化しなかっ
たが，第１種兼業農家の割合は42％から20％に減
少した．それに対して第２種兼業農家と自給的農
家の割合は年々大きくなっている．
本稿が対象とする造谷地区は，造谷原と造谷宿，
造谷遠坪の３つの集落を含む（第３図）．鹿島臨
海鉄道大洗鹿島線の鹿島旭駅が地区の南西に立地
し，駅の北東には旭村農協の関連施設が集積して
第３図　鉾田市における経営耕地面積（2010年）
 （農林業センサスにより作成）
第４図　 鉾田市および造谷地区における専兼業別農家数と１戸あたりの畑作平均耕地面積 
（1970～2010年）
注）1990年以降の専業農家，第１種兼業農家，第２種兼業農家の数値は，販売農家のみのものである．
 （農林業センサスにより作成）
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いる．集落は散村形態となっており，それぞれの
屋敷地の周囲に畑がまとまっている（添付土地利
用図参照）．そこではビニールハウスを用いた労
働集約的な施設園芸が行われる．施設園芸以外の
畑では主としてイモ類を栽培する土地利用型農業
が発達する．また，北部を流れる大谷川の沖積低
地では，小規模な水稲栽培がみられる．
造谷地区における2010年の総経営耕地面積は
269.9haであり，そのうち，畑が249.6haと卓越す
る（第３図）．農家数は1970年の207戸から2010年
の113戸に減少した（第４図ｂ））．専業農家割合
は1970年の61％から2010年の56％に減少したもの
の依然として高い値を示す．第１種兼業農家の割
合は25％から31％へと増加し，第２種兼業農家の
割合は14％から13％とほぼ変化がない．このよう
に造谷地区では就業先としての農業の重要度は鉾
田市のなかでも高い．ただし，1970年の65歳以上
の農業従事者割合が９％であったのに対し，2010
年には33％になったように全国的な傾向と同様，
農業者の高齢化が進んでいる（第５図）．他方，
15～29歳の農業従事者割合は1970年の24％から
2010年の４％に減少しており，こちらも全国的な
傾向と同様，地元での農業労働力の再生産が困難
な状況となっている．
Ⅱ　鉾田市造谷地区における農業の変遷
鉾田市造谷地区における農業の変遷を，メロン
の栽培状況から整理するために，第６図を作成し
た．図には示されていないが，メロンが造谷地区
に導入されたのは1962年であり，それ以前は甘藷
や麦類を中心とした農業が行われていたことか
ら，この時期を伝統的農業期とした．1962年から
1977年まではプリンスメロンを中心に産地形成が
進み，メロンの平均価格も一貫して上昇した．こ
の時期をメロン栽培導入・普及期とした．次に，
1978年から2003年まではプリンスメロンからアン
デスやアムス，クインシーといった品種に変化し
ながらメロンの生産量が増加を続け，平均価格は
高値を維持した．この時期が最もメロン栽培が盛
んであったことから，メロン栽培最盛期とした．
最後に，2004年から現在まではメロン栽培の最盛
期を過ぎた造谷地区において，施設園芸を維持・
存続させるために集出荷組織や農家の経営形態が
再編される時期である．そこで，この時期をメロ
ン栽培再編期とした．以下，それぞれの時期にお
ける農業形態の変化をみていく．
第５図　鉾田市造谷地区における農業就業人口と
年齢層別割合（1970～2010年）
注）1990年以降の数値は，販売農家のみのものである．
 （農林業センサスにより作成）
第６図　JA茨城旭村における春メロンの取扱量
と平均価格（1966～2005年）
 （JA茨城旭村提供資料により作成）
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Ⅱ－１　伝統的農業期（～1961年）
鉾田市造谷地区を含む台地の開拓は，明治期
になってから進んだ．鹿田原一帯の入会地677ha
を１），旧下館藩士の舟木真を代表とする波東農社
が，1877年に牧羊経営を目的として開拓したのが
始まりである（井上，1997）．これは1890年になる
と，開墾した農地の小作貸付へと事業目的を変更
し，地主的経営を開始したものの，1892年にはそ
の経営が困難となり，解散した．波東農社から払
い下げられた土地の一部は，石川県からの入植者
によって購入や借入された．その後，茨城県内の
他郡からの移住者によって開墾・開拓が進んだ（中
島，2000）．近代以降に開拓された土地が多いこと
もあり，鉾田市では散村形態の集落が発達した．
こうしたなかで，1960年代までに発達した農
業が，茨城一号型農業と称されるような（安藤，
2005），多収量品種を用いたデンプン原料用甘藷
の生産であり，造谷地区においても夏の主要な商
品作物であった．これとともに夏は落花生が，冬
は小麦やビール麦などの麦類が栽培された（山
本ほか，1985）．また，自家消費用として，水利
の便が悪いことから陸稲が作付けされた．こうし
た農業は７～８人の自家労働力によって営まれた
が，土壌条件が劣悪であったことから，主力品目
の収量は低く，品質も必ずしも高いとはいえない
状況であった．そのため，造谷地区では平地林か
ら採取される落葉や下草と家畜の糞尿から堆厩肥
を自給し，土壌改良に励んだ．さらに，第二次世
界大戦後の農地改革により，圃場の再分配がなさ
れ，各農家の屋敷地の周りに圃場が集中した．こ
れにより効率的な圃場管理が行われ，農業に適し
た肥沃な土壌が形成された．また，高収益な商品
作物への転換が模索され，果菜類（マクワウリや
スイカ）が導入された（山本ほか，1985）． 
Ⅱ－２　メロン栽培導入・普及期
（1962～1977年）
造谷地区における本格的なメロン栽培は，１
戸の農家が1962年に大洗町の種苗店からプリン
スメロンの種を100粒買い付けたことから始まっ
た．種から生長した60株の苗をカボチャの苗に接
ぎ，1963年には20aの畑に植付けた（田林ほか，
1984）．1964年には，10数戸の農家でプリンスメ
ロンの増産が図られ，竹の骨組みをポリエチレン
のシートで覆うことで，メロンの苗を夜間の冷気
から保護する栽培方法がとられた．このような簡
易的な設備は風に弱いことから，風よけとして周
囲に麦類が作付けられた．
1960年代初頭には，農家数戸で任意出荷組合を
結成し，水戸の市場へメロンを出荷していた．販
売価格は４㎏で500円程度と高かった（旭村史編
さん委員会，1998）．1966年には造谷地区のメロ
ン栽培農家は23～24戸に増え，旭村農協にプリン
スメロン部会が発足したことで，農協によるメロ
ン栽培の普及と共同出荷が開始された．
旭村農協は，関東地方の市場を開拓するにあた
り，温暖な気候を活かした熊本産メロンが５月を
中心に出荷されることから，メロンの出荷量が減
少する６月中旬以降に出荷することにした．しか
し，千葉県富津市や栃木県真岡市と競合すること
となった．旭村農協のメロンは品質が他産地に
劣ったことから，品質が向上するまでの数年間は
産地競合のない福島県の市場へ主に出荷し，そこ
では高値での販売を実現した．
旭村農協はメロンの品質を向上させるため，先
進産地である熊本県や千葉県へ農協職員や生産者
の代表を視察に送った．これにより栽培技術が向
上し，メロンの色づきや大きさが安定したことか
ら，関東地方の市場でも旭村農協のメロンが高値
で取引された．旭村農協のメロン販売額は増加を
続け，1973年には旭村農協のメロンの売上高は
５億円に達し，1975年には出荷ケース数が100万
ケースを超えた（第６図）．
1970年代は，メロンの新品種の導入と施設化が
進んだ時期であった（山本ほか，1985）．エリザ
ベスというメロンの品種が，1971年に導入されて
以降，旭村農協のメロン研究会を中心に多様な品
種が導入された．また，同年には，造谷地区で鉄
骨パイプを骨組みとするビニールハウスを用いた
メロン栽培が開始された（写真１）．その後，鉄
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骨パイプのビニールハウスが増え，1975年には竹
と鉄骨パイプの割合がほぼ同じになった．
旭村農協は，メロン栽培に対して積極的な営農
指導を実施してきたが，メロン栽培の裏作に対す
る指導には消極的であった．各農家はメロンの裏
作としてダイコンやハクサイ，インゲンを栽培し
た．しかし，メロン栽培の施設化にともない，生
産コストが上昇したことで，高収益な裏作用作物
を導入する必要が生じた．関東地方の農産物市場
では，抑制トマト（以下，トマト）の取扱量が少
なかったことから，旭村農協は1975年頃からメロ
ン栽培の裏作としてトマトの栽培を奨励した．
メロンやトマトが増産される一方，1960年代後
半までは夏には甘藷，冬には麦類やダイコン，ハ
クサイが栽培され，伝統的な農業経営が続いてい
た．しかし，甘藷は1963年から高系14号という生
食用甘藷への転換が進み，次第に甘藷栽培に特化
する農家が現れた（山本ほか，1985）．メロンが
普及する以前に作付けられていたマクワウリやス
イカといった果菜類は1970年頃まで引き続き栽培
された．
Ⅱ－３　メロン栽培最盛期（1978～2003年）
1970年代後半には施設園芸と土地利用型農業が
旭村農協管内では盛んとなったが，造谷地区では
施設園芸が特に発展した．施設園芸の主力であっ
たプリンスメロンは，ネット系メロン２）に主流が
代わったことによって，需要が低下し，1980年前
後を境に取扱量が減少した．これによって旭村農
協におけるメロン取扱量の一時的な減少がおきた
が，ネット系品種であるアンデスが導入されたこ
とや，1982年に旭村農協のメロンが，茨城県の
青果物銘柄産地３）（以降，銘柄産地）に指定され
たことで再び増産された（旭村史編さん委員会，
1998）．また，ネット系品種の導入はメロンの平
均価格を上昇させ，1980年代半ばには５kgで1,500
円以上となった（第６図）．1989年には，新たに
クインシーが栽培され．1990年代後半には，アン
デスの取扱量を上回るようになった．さらに2001
年には，旭村農協のメロン取扱量が200万ケース
を超え，過去最大となった．
メロン栽培の裏作であるトマト栽培は，1970年
代後半から積極的に取り組まれた．1978年には旭
村農協にトマト部会が設けられ，1989年にはトマ
トも県の銘柄産地の指定を受けた．また，表作の
メロン（以下，春メロン）とは異なるメロン品種
のアールスメロンが，裏作として1982年より導入
され，1994年にはこれも県の銘柄産地に指定され
た．
旭村農協はこのような施設園芸の発展ととも
に，農産物の集出荷施設や直売所を充実させてき
た．1983年に大型選果場を完成させ，集出荷効率
が向上した．1994年には農産物直売所サングリー
ン旭を開設し，2003年にはこの農産物直売所を交
通の利便性の良い国道51号沿いに移転させ，直売
事業を強化させた．さらに，2004年には光センサー
を完備した青果物管理センターを完成させ，メロ
ンやトマトのより厳密な選果を開始した．
こうしたなかで，2000年前後には旭村農協や任
意出荷組合以外の集出荷組織として委託販売業 
者４）が現れた．これ以降，この委託販売業者が任
意出荷組合に代わって，農産物の集出荷を担うよ
うになっていった．
メロンの栽培が最盛期を迎える一方，造谷地区
では，農業就業者人口は減少し，その高齢化も進
行した（第５図）．そこで，農業労働力の不足を
補完するために，鉾田市が1996年に外国人技能実
習制度を導入して以降，中国や東南アジア出身の
写真１　造谷地区のビニールハウス群
 （2015年５月　志村撮影）
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外国人技能実習生が造谷地区の農業労働力として
大きな役割を果たすようになった．
Ⅱ－４　メロン栽培再編期（2004～現在）
2005年になると旭村農協に蔬菜部会が発足し，
ビニールハウスでのミズナやホウレンソウ，コマ
ツナといった葉菜類の栽培が管内に普及するよう
になった．しかし，造谷地区での葉菜類の普及は
旭村農協のなかでは比較的緩やかであり，メロン
を中心に栽培する農家が多い．
造谷地区のメロン栽培農家の平均経営耕地面積
は102.4aと，旭村農協全体の82.2aよりも大きい（第
１表）．また，造谷地区のメロン栽培農家の平均
年齢は49.6歳，後継者が決まっている農家や主た
る経営者が後継者世代となっている農家が造谷地
区では65.6％あり，旭村農協全体よりもいずれも
高い値となっている．このように，造谷地区では
大規模なメロン栽培が継続しており，地区内での
農業労働力の再生産が行われている．
その一方，造谷地区においても葉菜類を導入す
る施設園芸農家は現れている．葉菜類は年間を通
じて出荷することができ，比較的栽培技術が簡単
なだけでなく，軽量な作物である．こうした葉菜
類の特徴が一部の農家に受け入れられている．
補完労働力として導入されてきた外国人実習生
は，造谷地区の農業労働力として定着している．
高齢農業者の増加と後継者の不足が問題となって
おり，これによる不足労働力が外国人実習生に
よって補完されている．
集出荷については，農協共販を継続する農家が
大半であるが，任意出荷組合を通じて出荷する農
家も残存する．また，委託販売業者による集出荷
が近年増加している．
最後に2013年における旭村農協の農産物販売額
をみておくと，総額が81.6億円である．そのうち，
メロンのクインシーが12.1億円，アンデスが6.6億
円，アールスメロンが6.2億円である．トマトで
は，ミニトマトが11.0億円と主軸となっており，
大玉トマトが6.0億円となっている．葉菜類に関
しては，ミズナが9.3億円，ホウレンソウが4.6億円，
コマツナが3.3億円であり，これら葉菜類は増加
傾向にある．
Ⅲ　鉾田市造谷地区における施設園芸の特徴
Ⅲ－１　土地利用と作物
１）土地利用
（1）春季の土地利用
2015年５月25日から29日にかけて，鹿島旭駅の
北東部を中心に春季の土地利用を調査した（添付
土地利用図参照）．対象とした範囲の西側を鹿島
臨海鉄道大洗鹿島線が，中央やや東寄りを県道下
太田鉾田線が南北に縦断する．県道下太田鉾田線
の南部からは北東方向にメロンロードが伸び，ま
た，土地利用範囲の中心を北東から南西にかけて
道幅７ｍ程の道路が横断する．東端には大谷川が
位置し，北に流れる．
農地に関しては，大谷川周辺に水田が集中する．
しかし，一筆あたりの面積は狭小かつ不整形な圃
場が多く，耕作放棄地が目立つ（写真２）．水田
以外の農地では，施設園芸と土地利用型農業が混
在する．大まかにみると，屋敷地周辺に施設園芸
が多く，屋敷地から離れると，土地利用型農業が
卓越するようになる．また，中央を横断する道路
より南側では，１枚あたりの圃場面積が狭く施設
園芸の割合が高い．一方，道路の北側は圃場面積
第１表　鉾田市造谷地区におけるメロン栽培農家の後継者状況（2014年）
 （JA茨城旭村提供資料により作成）
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が大きく，土地利用型農業が目立つ．また，耕作
放棄地が散見されるのも道路北側である．住宅周
辺には家庭菜園が多かった．
施設園芸の多くは，最寄りの屋敷地の農家に
よって営まれ，間口3.5～５m，奥行き50m程度の
無加温のビニールハウスが利用される．調査時，
そこでは収穫間際の春メロンが多く栽培されてい
た（写真３）．施設によっては，すでに春メロン
の収穫を終えて，裏作に向け整地作業が進められ
ていた．また，一部には葉菜類やミニトマトを栽
培するビニールハウスもある．骨組みだけ残した
ビニールハウスもあり，そこでも土地は耕起され
ている．したがって，連作障害等の関係から，今
期は休耕地としていると考えられる．土地利用型
農業の多くは造谷地区外の農家によるものであ
る．土地利用型農業が行われている畑地では，作
付前後地が目立つ．しかし，畝を作り黒マルチが
張られた圃場や，すでに甘藷が定植された圃場も
ある．この時期に多かったのは馬鈴薯であり，ちょ
うど開花の時期を迎えていた．
（2）秋季の土地利用
秋季の土地利用調査は2014年10月27日から31日
にかけて実施した．大谷川周辺の水田の多くは耕
作放棄地となっていた．地区中央を横断する道路
の南側では，施設園芸が目立ち，春メロンが栽培
されたビニールハウスの多くでは，裏作としてト
マトが栽培されている（写真４）．調査時には，
トマトの収穫を終えたビニールハウスが多数あ
り，圃場は親蔓が抜根され整地が行われていた．
また，ビニールは除去され，骨組みだけの状態の
ものも目立った（写真５）．一方，葉菜類を栽培
するビニールハウスが散見された．そこで用いら
れるビニールは，３～４年間は使用される．その
ため，秋季の造谷地区の施設園芸の特徴的景観と
して，ビニールに覆われた施設と骨組みだけの施
設が混在することになる．
中央を横断する道路の北側は，土地利用型農業
が発達しており，甘藷栽培が卓越していた．甘藷
畑によっては収穫が行われており，大型の農業用
機械が利用されていた．また，甘藷とともに，ダ
写真２　大谷川周辺の水田
 （2014年10月　羽田撮影）
写真３　ビニールハウスにおけるメロン栽培
 （2015年５月　羽田撮影）
写真４　ビニールハウスにおけるトマト栽培
 （2014年10月　児玉撮影）
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イコンやニンジンといった根菜類も栽培されてい
た．
２）主要作物
造谷地区ではメロンとトマト，葉菜類を組み合
わせる複合経営の農家が多い．メロンは春メロン
のクインシーとアンデス，および秋季に収穫され
るアールスメロンの３種類が主に生産される．ト
マトに関しては大玉トマトとミニトマトが栽培さ
れ，葉菜類としてはコマツナやホウレンソウが生
産されている．こうした経営を可能としているの
が，作物による月別投下労働量の差異であり，各
農家は労働量に合わせて栽培作物および栽培面積
を決定している（第７図）．
第８図に造谷地区における主要作物の栽培暦を
示す．春メロンのクインシーとアンデスは，１月
から２月上旬にかけて播種および定植が行われ，
３月から４月までにミツバチによる交配がなされ
る．５月上旬から収穫が開始され６月下旬までこ
写真５　骨組みのみとなったビニールハウス
 （2014年10月　羽田撮影）
第７図　鉾田市における主要施設園芸作物の月別
投下労働量
（鉾田地域農業改良普及センター提供資料により作成）
第８図　鉾田市造谷地区における主要施設園芸作物の栽培暦
注）育成・管理が収穫・出荷と重なっている場合は，育成・管理を省略した．
 （聞き取り調査により作成）
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れが継続する．早期に定植された株から収穫が始
まり，ビニールハウスによって定植時期をずらす
ことで収穫時期を分散させ，適切な労働分配がで
きるようにする農家もいる．アールスメロンは春
メロンの収穫が始まる５月上旬に定植され始め，
６月まで続けられる．早い株では７月から，遅い
株では11月中旬に収穫される．
大玉トマトについては，春メロンの収穫が完了
する６月から７月上旬にかけて定植され，早い株
では７月から，遅い株では11月中旬に収穫される．
ミニトマトについては農家によって時期が異な
り，４月ごろに定植を行い，６月から８月ごろに
かけて収穫している農家もあれば，７月ごろに定
植を行い９月ごろに収穫する農家，８月ごろに定
植を行い10，11月ごろに収穫する農家もある．さ
らに２期に分けて栽培する農家もみられ，栽培形
態は多様である．
葉菜類についてはコマツナやホウレンソウが主
に栽培される．これらは冬季では播種から２か月
を経て収穫となるが，通常は播種から１か月で収
穫される．また，ビニールハウスを利用すれば年
間を通じて栽培が可能である．造谷地区での傾向
を示すならばコマツナは11月から12月にかけて播
種され，年が明けた１月から３月までに収穫され
る．ホウレンソウは農家によって播種および収穫
の時期が異なるものの，概ね10月から播種が始ま
り，これが翌年の５月まで継続する．収穫は年明
けの１月から開始され７月まで行われることが多
い．
Ⅲ－２　農業労働力
鉾田市では農家数および農業従事者は減少し
ており，地元での農業労働力の再生産が困難な
状況となっている．そのため，鉾田市では1996
年より外国人技能実習制度を採用している．こ
の目的は，国際貢献の見地から，規定年数の実
習を通して，農作物の栽培技術等を母国に持ち
帰ることであるが５），農家からすれば外国人実
習生であれ補完労働力となる．
外国人実習生は外国人技能実習生受入組合を通
して，農家に提供される．造谷地区でＡ受入組合
が事業を始めたのは，2004年９月であった．家族
労働力では不足する農業労働力を補完する目的
で，Ａ受入組合が外国人技能実習制度による実習
生の斡旋を引き受けた．Ａ受入組合は2015年には
ベトナム人実習生を約100人，中国人実習生を約
50人受け入れており，鉾田市内を中心として，つ
くば市や結城市にまで派遣している．Ａ受入組合
は鉾田市内の外国人実習生を受け入れる10組合と
外国人実習生受入組合連絡協議会を設立し，農家
と実習生の円滑な労使関係を構築するため情報交
換を行っている．
鉾田市における近年の外国人実習生数は，2010
年に2,224人になるまで漸増傾向にあった（第９
図）．しかし，2012年には2,015人へと減少した．
2013年と2014年には増加するものの，2015年には
1,988人となり，再び減少傾向にある．2015年の
外国人実習生を国籍別にみると，中国が987人と
全体の50％を占める．中国人実習生は2008年に
1,618人であったのが2010年に1,697人になるまで
第９図　鉾田市における外国人登録者数および
外国人技能実習生数（2008～2015年）
 （鉾田市産業経済課提供資料により作成）
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増加するが，2011年以降は減少している．韓国人
実習生も同様の傾向にあり，2008年には56人で
あったのが，2015年には41人となっている．これ
に対して，ベトナム人実習生は2012年の172人か
ら2015年の331人へと，2012年以降，急激に増加
している．こうした増加傾向はインドネシアやタ
イ，フィリピンからの実習生にもみられる．この
ように，鉾田市では中国や韓国からの実習生が減
少するなかで，ベトナムをはじめ東南アジア諸国
からの実習生が増加している．
こうした国籍による外国人実習生の増減の要因
として２つあげられる．１つ目は，2011年の東日
本大震災に伴う福島第一原発事故による放射能汚
染を原因とする農産物の出荷停止と人体被ばくへ
の懸念である．農産物の出荷停止は技術指導への
障壁と，「出稼ぎ」的な目的を持つ実習生への給
料支払いを困難にさせた．さらに，実習生自身の
放射線被ばくが懸念され，特に中国人実習生の帰
国が相次いだ．２つ目は，農家が受け入れる実習
生に課している条件のためである．農家は外国人
実習生を受け入れるにあたって，外国人実習生受
入組合に対し，性別や性格，利き手，眼鏡の有無
等の条件を提示している６）．さらに，鉾田市の施
設園芸は，繊細な作業が多く，手先の器用さが要
求される．したがって，外国人実習生受入組合に
よって送出し国の国民性や送出し機関に登録され
る外国人実習生の特徴から，外国人実習生が選別
され，国籍の偏りが発生している．
Ⅲ－３　出荷の諸形態
１）JA茨城旭村
収穫されたメロンとトマトは旭村農協の青果物
管理センターに集荷され，共同で選果される．検
査は目視による外傷検査の後，洗浄され，光セン
サーによる糖度や熟度等の内部品質検査となる．
内部品質検査が終了すると，外観センサーによる
外部品質検査となる．重量や形状，着色状況をカ
ラーカメラ撮影により識別し，メロンはこれらに
加えネット密度が検査される．内部・外部検査の
結果はシール状のバーコードとして作物に貼ら
れ，このバーコードを消費者が読み取ることで，
作物の品質や生産者の情報を知ることができるシ
ステムとなっている．検査終了後の作物は箱詰め
されて卸売市場に出荷されるか，旭村農協の直売
所であるサングリーン旭で販売される．
卸売市場への販売状況を検討すると，東京都に
は春メロンやトマトの40％前後，アールスメロン
の29％，葉菜類に関しては25～36％が販売されて
おり，コマツナ以外の作物で，最大の販売量となっ
ている（第10図）．大阪府や京都府でも施設園芸
第10図　JA茨城旭村における主要施設園芸作物の都道府県別販売状況（2012年度）
 （JA茨城旭村提供資料により作成）
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作物全般で販売量が多い．
一方，愛知県では葉菜類の販売割合が高い．メ
ロンやトマトが０～５％を示すのに対し，葉菜類
は７～17％となっており，葉菜類販売の重点市場
となっている．千葉県でも葉菜類の販売割合が高
い傾向がみられる．千葉県で取引契約を結ぶ卸売
業者は長野県に本社を置くグループ会社である．
取引実績としては千葉県としたが，作物の大部分
は長野県に転送され，そこで消費される．長野県
はメロンや葉菜類の生産が少なく，さらなる市場
開拓が可能な地域として旭村農協では重要視して
いる．
市場の近接性から各作物で9.4～29.0％が茨城県
で販売されている．また，北海道・東北地方への
販売も小規模だがみられる．福島県は茨城県に隣
接しており市場が近いことから，トマト以外が3.1
～13.7％と比較的高い割合で販売される．宮城県
にはアールスメロンの5.3％が販売され，北海道
には葉菜類が1.1～2.5％の割合で販売される．
直売事業は直売所のサングリーン旭にて行われ
る（写真６）．ここでは旭村農協管内で収穫され
た野菜や糖度16度以上のメロン，それらの加工品
などが販売される．出荷部会員数は400人を数え，
年に３回大きなイベントを行うほか，毎月小規模
なイベントも開催している（第２表）．2013年度
の年間来客数は約29万人で，約７割が県外からの
客であった．特に４～６月の春メロンの最盛期に
は多くの集客がある．
旭村農協では販路の拡大のため鉾田市と協力す
る動きがみられる．行政は旭村農協とJAほこた
という２つの農協とともに，取引の少なかった東
北地方や信越地方，北関東方面を中心に，店頭で
のキャンペーンの実施やメディアを活用した宣伝
を行っている．また，地元企業に地域特産品を活
用した加工食品の開発促進を依頼し，高付加価値
化にも取り組んでいる．さらに，海外への輸出が
始められており，2012年12月には中国の上海に向
けて初めて農産物が輸出された．現在ではタイや
マレーシア，ベトナム，香港といった東南アジア
の市場開拓に取り組んでいる．
２）任意出荷組合
1960年代中頃より造谷地区では任意出荷組合が
複数発足し，活動してきた．しかし，組合員の出
役の煩雑さや高価格での継続的な販売が難しかっ
たことから，任意出荷組合数は減少している．現
写真６　サングリーン旭の外観
 （2015年５月　田林撮影）
第２表　JA茨城旭村における販売促進に関わる
年間行事（2013年）
 （JA茨城旭村提供資料により作成）
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在も活動するＢ園芸出荷組合は，1966年にメロン
の共同出荷を目的として発足した．発足当時は50
～60人が加入したが，現在は10人にまで減少して
いる．メロンとトマト，ミズナを出荷し，それぞ
れの作物ごとに部会を結成している．ミズナに関
しては2005年以降に生産量が増加し，新設された．
組合長の下に各部会長が存在し，それぞれの部会
には，荷受け担当や会計担当，資材担当が設けら
れている（第11図）．メロン部会員が３人とトマ
ト部会員が４人，ミズナ部会員が５人となってお
り，複数の部会に所属する組合員もいる．
Ｂ園芸出荷組合は独自の集出荷場を有し，メロ
ンがここで集荷され，検査を経て出荷される．発
足後しばらくは，午後１時に卸売市場に向け出荷
していたが，多くの農作業が残る時間帯に，各農
家から出役する必要があり，慢性的な人手不足を
引き起こした．現在は，正午前後に組合長が各農
家から当日の出荷量の報告を受け，集荷予定量を
把握することで各卸売市場への出荷量を決定して
いる．そして，夕方に集荷および検査，出荷をま
とめて実施することで，日中の農作業に必要な労
働力を確保している.ミズナに関しては，各農家
で袋詰めまでされ，庭先から出荷される．
Ｂ園芸出荷組合で集荷された作物は，首都圏の
卸売市場を中心に４社へ出荷している．各卸売市
場にほぼ均等に出荷されるが，生産量が少ないこ
とから，契約する卸売市場への連続した出荷は困
難であるため，日によって出荷市場が変動する．
また，メロンに関しては小規模であるが宅配事業
を行っている．Ｂ園芸出荷組合では各農家が経験
的に品質を判断しメロンを収穫するため，厳格な
共同選果は実施されない．それにもかかわらず，
これまで市場からは一定の評価を獲得している． 
近年では多くの任意出荷組合が解散するように
Ｂ園芸出荷組合においても規模が縮小している．
しかし，ミズナ部会では親睦イベントを開催する
など，部会内交流が盛んである．こうした活動が
継続する限りはＢ園芸出荷組合が存続すると考え
られる．
３）委託販売業者
造谷地区では2000年前後から旭村農協や任意出
荷組合とは異なる出荷先として，委託販売業者が
台頭してきている．その１つである造谷地区のＣ
社は2000年に設立された株式会社である．2004年
からは運送事業を展開するＤ物流という関連会社
を立ち上げ，青果物輸送にかかるコストの削減を
図っている．Ｄ物流ではトレーラーを約30台と10
ｔ以下のトラックを約25台所有する．メロンやト
マト，葉菜類だけでなく，甘藷や馬鈴薯，ダイコ
ンなどの集荷と販売も手掛ける．
メロンの集出荷行程としては，農家において収
穫後の洗浄と箱詰めがされる．箱詰めの際には，
見栄えを良くするためと運搬時の劣化を防止する
ために，緩衝用のキャップを装着する．箱の大き
さは統一されており，その箱に入る玉数で階級を
分ける．等級分けは特別実施していない．Ｃ社に
よる集荷は庭先集荷となっており，農家は出荷準
備ができた作物を集荷場などに運搬する必要はな
い．集荷されたメロンはＤ物流が所有するトレー
ラーやトラックで各市場へ出荷される．葉菜類に
関しては，農家において収穫後の予冷がなされ，
夕方に出荷となる．こちらもＣ社では庭先集荷を
実施し，Ｄ物流により卸売市場へと出荷される．
出荷先としては東京都や神奈川県，千葉県をは
じめ，大阪府や北海道の卸売市場である．また，
企業への直接販売もある．販売後の農家への精算
方法は以下の手順となる．各市場より売り上げが
Ｃ社に報告されると，各農家の出荷量に応じて
第11図　Ｂ園芸出荷組合の組織図（2015年）
注）所属部会および役職に重複がある．
 （聞き取り調査により作成）
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個々の販売額が算出される．その結果をFAXに
より農家に報告し，毎週月曜日に販売手数料とし
て３％を減額した金額を口座に振込む．
Ｃ社に出荷するメロン栽培農家は，洗浄や箱詰
めなどの出荷作業が自らできることが条件とな
る．これさえ可能ならば，集荷場へ運搬する必要
はなく，選果も厳格ではない．こうした集出荷形
式が一部の農家で評価されており，Ｃ社は約60戸
の農家と契約を結んでいる． 
Ⅳ　鉾田市造谷地区における農業経営の諸類型
Ⅳ－１　農業経営の類型化
造谷地区には，2010年時点で112戸の農家があ
るが，そのうちの26戸の施設園芸農家から調査協
力を得られた（第12図）．調査農家数は全農家の
23％に過ぎないが，大規模から小規模までの施設
園芸農家が含まれ，栽培作物についても多様な組
み合わせのものを含むことから，事例が造谷地区
の施設園芸農家としての代表性を有していると考
えられる．
26戸の農家の農業経営を類型化するにあたり，
作型に注目した．造谷地区は1960年代よりメロン
の施設園芸地域として発展しており，表作の春メ
ロンと裏作のトマトやアールスメロンが多く栽培
される．したがって，春メロン+トマトあるいは
春メロン+アールスメロンを栽培する農家群をⅠ
型とした．次に，2005年以降，Ⅰ型の栽培作物に
加えて葉菜類を栽培する農家が現れている．こう
した農家群はⅠ型とは異なる経営上の特徴を有す
ると予想されるのでⅡ型とした．最後に，メロン
を栽培していない農家群をⅢ型とした．
Ⅰ型には10戸が該当し，そのうち４戸が家族経
営である．ハウス面積150a以上の農家が５戸あり
大規模な施設園芸農家が多い．出荷先としては春
メロンと裏作作物の両方が旭村農協に出荷される
傾向にある．Ⅱ型には６戸が該当し，全農家が外
国人実習生を雇用する．ハウス面積は120a程度で
あり，春メロンと裏作作物の農閑期に比較的容易
に栽培できる葉菜類が導入されている．しかし，
ハウス内作付延べ面積の大半はメロンとトマトで
ある．Ⅲ型の農家は10戸であり，そのうち７戸が
トマトを栽培しており，トマトの作業日程に合わ
せて葉菜類等を栽培し，年間作業時間を平準化さ
せるように工夫している．ハウス面積は30～300a
と規模の格差が大きく，大規模な農家から後継者
のいない小規模零細農家まで含まれる．大規模な
農家では多くの労働力が必要であり，外国人実習
生や日本人のパートタイマーを雇用する．また，
小規模な農家でも１～２人の外国人実習生を受け
入れている場合がある．
以下では，それぞれの類型に属する農家の具体
的な経営の特徴をみていくことにする．
Ⅳ－２　類型別にみた農家の経営形態
１）Ⅰ型の事例農家
（1）メロン＋トマト型（農家２）
農家２の家族内農業従事者は経営主（50歳）と
その父（75歳），母（76歳）である．２人の中国
人実習生を受け入れており，そのうち１人は１年
目の研修期間にあり，座学でも農業を学ぶ． 1.5ha
のビニールハウスを所有し，春メロンのアンデス
を1.5haと，裏作として大玉トマトを1.5ha栽培す
る．また，30aの水田が耕作放棄地となっている．
農地は自作地であり借地や貸地は存在しない．
農家２は明治期に協和町（現筑西市）から現住
地へ移住した．近隣の農家とは隣接しておらず，
屋敷地の周囲に農地があることで栽培管理や施設
整備が容易となっている．
経営主は1985年前後に就農し，プリンスメロン
の生産が減少傾向にあったので，アンデスを栽培
した．ビニールハウスの面積は徐々に拡大してい
き，春メロンと裏作のトマトを栽培する作型が確
立していった．施設園芸以外に30aの水田でコメ
を生産したが，1995年頃には中止した． 
農作業の手順として， メロンに関しては前年の
12月に播種をする．１月に定植した株を５月上旬
に収穫し，３月上旬に定植した株を６月下旬に収
穫する（第13図）．定植の時期を違えることで収
穫の時期をずらし労働力の分散を図っている．播
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種後は温度調節のためビニールの開閉を頻繁に行
う．メロンの栽培は，播種前後から収穫終了まで
毎日作業があり，生産者の自由時間が限られるこ
とが難点である．一方，トマトは６月上旬に播種
される．春メロンの収穫が終了する７月上旬には
定植し，８月下旬から11月中旬まで収穫期間とな
る．収穫された農産物は旭村農協に継続的に出荷
している．
（2）メロン＋アールスメロン型（農家３）
農家３の家族内農業従事者は経営主（58歳）と
箱詰めなどの補助的な作業を行うその配偶者（54
歳）である．男性２人と女性１人の中国人実習生
を受け入れており，当該農家での実習は２年目
第12図　鉾田市造谷地区における農家の経営形態（2015年）
 （聞き取り調査により作成）
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になる．ビニールハウスを1.8ha７）と水田を13a所
有し，このほかに畑地80aと水田47aは耕作放棄
地，60aは造谷地区以外の農家に貸している．ビ
ニールハウスでは春メロンのクインシーを1.8ha，
その裏作としてアールスメロンを１ha栽培する．
春メロンの収穫跡地のうち80aを休耕とするのは，
アールスメロンの栽培管理が難しく，春メロンと
同面積の栽培が困難なためである．
経営主は1975年の高校卒業後に就農した．当時
は露地栽培でメロンを１haと甘藷を３ha，コメ
を60a栽培していた．1990年頃に先代より経営権
が移譲されると，メロンを基幹作物として経営転
換を図った．この頃よりビニールハウスの建設を
開始し，次第にメロンの施設化を進めた８）．1995
年頃には甘藷栽培を止め，畑作物は春と秋のメロ
ンとなった．この農家ではメロンが基幹作物にな
ることで経営耕地面積が減少した．水稲栽培に関
しては低収益性から自家消費米として最低限必要
な量の生産に留めており，13aを経営する．
春メロンのクインシーは前年のアールスメロン
の収穫後から，栽培の準備を開始する．５月から
約１週間おきにメロンの収穫作業が可能なように
調整して栽培管理をする．収穫の終わった圃場か
らアールスメロンの栽培準備となる．アールスメ
ロンは５月末に定植し，春メロンと同様，約１週
間おきに収穫となるように栽培管理し，８月中旬
から11月中旬までに収穫する．収穫後は旭村農協
に全量出荷する．メロン収穫時の１日の作業は，
午前７～12時に収穫や洗浄作業，昼休憩を挟んで
午後１～３時にコンテナに入れ，午後３時には旭
村農協の集出荷センターに運搬する．
農家３は春メロンやアールスメロンが作り慣れ
た作物であるので，トマトや葉菜類ではなくメロ
ン栽培を継続している．しかし，後継者がいない
ことから高齢化に伴う体力の低下がみられるよう
になれば，葉菜類への転換も考えなければならな
い．
第13図　事例農家の栽培暦（2015年）
注）育成・管理が収穫・出荷と重なっている場合は，育成・管理を省略した．
 （聞き取り調査により作成）
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２）Ⅱ型の事例農家（農家11）
農家11の家族内農業従事者は経営主（53歳）と
その配偶者（54歳），父（76歳），母（75歳）である．
20歳代の息子が２人いるが就農していない．2000
年から2014年までは中国人実習生を受け入れてい
たが，2014年12月以降はタイ人実習生２人を受け
入れている．ともに30歳代で男性１人と女性１人
である．施設園芸のみを行っており，春メロンの
クインシーを１ha，その裏作として大玉トマト
60a，さらに別のビニールハウスでミニトマトを
20aとホウレンソウを80a作付している．
経営主は1980年の高校卒業後，水戸市の企業に
４年間勤務していた．1984年の就農当初は甘藷を
栽培していたが，徐々に甘藷の栽培面積を減少さ
せ施設園芸を拡大していった．1985年のプリンス
メロン試作後は様々な品種のメロンを導入し，裏
作としてトマトを栽培してきた．2005年からはこ
の農家にとって栽培に慣れた品種であることと，
土壌条件などから品質の良いものができることか
ら春メロンをクインシーに限定し栽培している．
2011年から現在のような春メロンのクインシーと
大玉トマト，ミニトマト，葉菜類のホウレンソウ
を栽培する作型となった．ホウレンソウを導入し
た理由は，メロンの収益性の低下により，外国人
実習生の受け入れの負担が拡大するなかの対応策
であり，収穫期の異なる作物を栽培することで，
周年労働の実現と収入期間の拡大を図っている．
しかし，多くの作物を栽培することでメロンの手
入れ，ホウレンソウの収穫，ミニトマトの定植が
重なる３月と４月が最も多忙となっている．
収穫された春メロンとトマトは旭村農協に出荷
する一方，ホウレンソウに関しては委託販売業者
に出荷する．ホウレンソウの取引価格は旭村農協
が１kgあたり10円ほど高いが，審査基準が厳格
なため商品化率が低い．そのため，農協での共販
を避けている．
現在，農家11には後継者が存在しない．しかし，
二男が農業を継ぐ意思をみせており，実現すれば
今後とも農業が継続されると予想される．
３）Ⅲ型の事例農家
（1）大規模経営の事例（農家17）
農家17の家族内農業従事者は経営主（52歳），
配偶者（50歳），父（77歳），長男（26歳）である．
長男の配偶者（26歳）は専業主婦で農業には従事
しない．長女（30歳）は筑西市に嫁ぎ，二男（24
歳）は公務員である．雇用労働力は近隣自治体よ
り通勤するパートタイマーが３人と外国人実習生
の中国人３人，ベトナム人２人である．25aの水
田と260aのビニールハウスがあり，ビニールハウ
スではミニトマト160a，ホウレンソウ300a，ミズ
ナ150a，コマツナ30aを栽培する．
農家17は行方市の北浦地区から移住してきて
おり経営主で４代目となる．経営主は1982年
に茨城県立農業大学校を卒業後，20歳で就農し
た．1990年に経営権が現在の経営主に移譲され
たが，当時の栽培作物は自給用の水稲と135aの
ビニールハウスで栽培する春メロンと，その裏
作のトマトであった．1999年からは外国人実習
生を２人受け入れており，労働力に余力が出た
ことから，2001年からは農業経営の拡大を図っ
た．2001年から2010年までの購入耕地と借地に
合わせて125aのビニールハウスを建設した．経
営耕地面積の増加は労働力不足を引き起こし，
2003年の時点で外国人実習生を４人に増やし
た．この農家では実習生への給料支払いが増加
したことから，農閑期にあたる１～２月と７月
にホウレンソウを10aずつ栽培し始めた９）．2010
年に長男が就農したことを機に，メロンの栽培
を完全に止め，基幹作物をホウレンソウに切り
替えた．しかし，作業の平準化に苦労したこと
から，2012年からは基幹作物をトマトに変更し，
トマトの作業日程に合わせて葉菜類を栽培する
ことで，年間を通した作業の平準化に成功した．
2014年には家族全員が同時に週１回の休日を確
保できるように，外国人実習生の受け入れを５
人に増やしている．
この農家の栽培暦によるとトマトの播種が２月
末，４月下旬，７月上旬の３回あり，葉菜類の播
種が収穫の１～２か月前である．１～２月にミズ
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ナとコマツナ，３～６月にホウレンソウ，７～９
月にトマト，10～12月にホウレンソウが収穫され
る．なお，７月上旬のトマトの播種までにビニー
ルハウスを順番に太陽熱による土壌消毒をし，さ
らに施肥を行っている．収穫された作物は全量を
旭村農協へ出荷する．
農家17にとってメロン栽培は失敗した時の危険
性が大きいことが経営上の不安要素であった．一
方，葉菜類は栽培管理に多くの労力が必要である
が，失敗した際の危険性が小さいことが利点と
なっている．また，トマトを基幹作物としながら
葉菜類を栽培することで連作障害の回避や，作業
量の平準化が図られていた．この農家は息子が就
農しており，2017～2018年に息子に経営権を移譲
する予定である．
（2）小規模経営の事例（農家23）
農家23の家族内農業従事者は経営主（71歳）と
配偶者（70歳代）である．それ以外に嫁と娘が稀
に農作業を手伝う．中国人実習生を１人受け入れ
ており，2000年に初めて実習生を受け入れてから
延べ10人ほどが農業に従事してきた．この農家は
畑地を３ha所有しているが，ビニールハウスの 
0.5haでコマツナを栽培し，ビニールハウスの脇
にある家庭菜園では，馬鈴薯やトウモロコシを栽
培する程度である．それ以外の畑地は貸地として
いる．コマツナの栽培においてはビニールハウス
をほぼ３等分し，１区画につき年１回収穫する．
コマツナを栽培する施設のビニールは５，６年に
一度取り替える． 
農家23では，経営主とその配偶者の結婚から
しばらくの期間は３haの農地で甘藷を栽培した．
しかし，近隣での施設園芸化が進むにつれて，当
該農家においても施設園芸を開始した．施設園芸
を行うにあたり，３haの農地で営農するのは労
働力的に不可能であったので，1.5haを貸地とし
た．残りの1.5haに１haのビニールハウスを建設
し，春メロンとその裏作としてトマトを栽培した．
その後は春メロンのアンデスとクインシーを基幹
作物としながら，裏作物のトマトに代えてアール
スメロンやパセリを導入した．パセリを栽培した
のは2002年から2009年までであった．2010年から
は高齢化に伴う体力の低下から，１haのビニー
ルハウスのうち0.5haを貸し出し，残りの0.5haで
コマツナを栽培している10）． 
出荷に関しては，一貫して農協出荷を選択して
いる．コマツナは１袋に250～270g入れ，出荷箱
１箱に25袋をつめ出荷となる．
当該農家は外国人実習生を2000年に受け入れる
までは夫婦２人による営農であった．実習生受け
入れ後は，低下する労働力を実習生により補完し
た．しかし，後継者が決まっていないことから，
今後の農業の継続は困難であると考えられる．
Ⅳ－３　農業の経営類型の相互関係
Ⅲ型の事例農家に着目すると，かつてメロンを
生産していたが，現在ではメロン栽培を止め，ト
マトや葉菜類を基幹作物とする生産に変更した
という農家が６戸あった（農家番号17，18，19，
20，22，24）．Ⅱ型における葉菜類などのメロン
やトマト以外の作物の導入は，2000年代後半に
なって進んでいる．その一方，Ⅰ型はメロンとト
マトから作物を変更したり，作物を増やしたりす
ることなく現在に至る．したがって，Ⅲ型のよう
な非メロン栽培農家の増加やⅡ型のようなメロン
とトマト以外の作物を追加した農家は，造谷地区
における近年の新たな傾向となっている．
各経営類型を通しては，高齢者が多く，76.9％
の農家に高齢農業者がいる．しかし，その子世代
にあたる40～65歳の生産年齢人口の就農が大半の
農家でみられる．さらに，孫世代にあたる20～30
歳代が就農している農家も各類型にいる（農家番
号５，15，17）．このことから，造谷地区では農
業従事者の年齢幅が大きいことがわかる．そして，
少数ではあるが各類型で若年農業者がいることか
ら，地元での農業労働力の再生産が行われている．
また，外国人実習生を雇用する農家が全体の
73.1％と多い．Ⅱ型の農家では全戸で外国人実習
生を雇用し，Ⅰ型やⅢ型の農家ではハウス面積の
大きい農家や，50a前後のハウスを持つが，家族
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内農業従事者が少ない農家で雇用されている．こ
のことから，高齢化や大規模化に伴う不足労働力
を，外国人実習生が補完していると考えられる．
続いて出荷先を検討すると，全作物を農協出荷
とする農家が全体の50.0％にあたる13戸と多い．
他方，農協出荷を軸に個人販売をしている農家や
任意組合，委託販売業者へ出荷している農家が３
戸（農家番号６，11，14）と，農協出荷以外のみ
にしている農家が３戸（農家番号16，18，26）あ
る．類型別にみると，Ⅱ型の農家に農協出荷以外
の販路を開拓する農家が多い傾向にあった．
Ⅴ　鉾田市造谷地区における施設園芸の多角化
Ⅴ－１　施設園芸の経済性
造谷地区では栽培作物の組み合わせによって多
様な作型がみられたが，それぞれの作型はどの程
度の収益をあげているのであろうか．それを検討
するにあたっては鉾田地域農業改良普及センター
の農業経営指標と，農家への聞き取り調査から得
られたデータを利用した．
第３表に鉾田市における主要施設園芸作物の
10aあたりの経済性を示した．粗収益および経営
費，労働時間を指標に利益を算出すると，所得が
63.7万円と時給が1,800円となる春メロンのクイン
シーが最高であった．一方，最も所得および時給
が低かったのがミズナ（周年）で所得が11.8万円，
時給が800円である．所得率ではホウレンソウが
45.0％と最も高いのに対し，ミニトマトが27.5％
と最低であった．
こうした作物別の経済性を，先に示した事例農
家に基づいて想定した標準的経営に当てはめてみ
て，それぞれの経営類型の粗収益と経営費，所得
を算定した．ただし，これは作物ごとの栽培面積
のみに基づくものであり，現実には農家ごとの経
営方針や技術力，労働力，好みをはじめとする様々
な条件の違いによって異なってくることは言うま
でもない．それでも概略的なイメージをつかめる
と考えられるので，それぞれの類型のうちから事
例として示すことにした（第４表）．
Ⅰ型に分類され，裏作にトマトを選択する事例
Ａでは，春メロンの所得は710.6万円である．ま
た，トマトの所得を算出すると453.7万円となっ
た．この事例では春メロンとトマトを栽培するこ
とによって1,164.3万円の農業所得が見込めた．同
様にⅠ型に分類されるが，裏作にアールスメロン
を選択する事例Ｂでは，春メロンの所得として
852.7万円，アールスメロンの所得として385.0万
円が得られ，農業所得として1,237.7万円をあげて
いると推定される．事例Ｂの作付延べ面積は事例
Ａと同じであるが，所得では事例Ｂが73.4万円高
い．これにより，同類型においても栽培作物の組
み合わせによって所得は変動することがわかる．
Ⅱ型の事例Ｃにおける作物別の所得は，春メロ
第３表　鉾田市における主要施設園芸作物の経済性
注）10aあたりの収益および費用，労働時間，利益である． 
注）ミズナ（周年）に関しては１か月あたりの値である．
 （鉾田地域農業改良普及センター提供資料により作成）
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ンで568.5万円とトマトで181.5万円，ホウレンソ
ウで92.5万円である．農業所得として842.5万円が
見込めるが，もし，Ⅰ型のように葉菜類を栽培し
ていなければ750.0万円となり，800万円を下回っ
ていた．
事例ＤはⅢ型の大規模経営にあたる．施設面積
に対して，耕地利用率を250％程度にすることで
作付延べ面積を拡大している．作物別の所得を算
出すると，トマトが471.9万円，ホウレンソウが
462.5万円，ミズナが142.8万円である．農業所得
では1,077.2万円が見込め，高所得のメロンを栽培
しないにもかかわらず1,000万円を上回った． 
農業所得に着目して事例農家の経済性を検討
した結果，800万円台から1,000万円を超える農業
所得をあげることができると推測できる．Ⅰ型
は，メロンの二期作またはメロンとトマトの二毛
作といった従来からの作型により，高い所得を得
ていた．Ⅱ型に関しては，葉菜類の収入割合は全
体の10％程度にとどまり，春メロンが最大の収入
源であった．このように，Ⅱ型の農家において葉
菜類は副次的な収入源であり，Ⅱ型の農家全戸で
外国人実習生を導入することから，葉菜類での所
得分が外国人実習生の給料に充当されていると考
えられる．Ⅲ型のようなメロンを栽培しない農家
で，1,000万円を超えるだけの所得をあげるには，
耕地利用率を高め，農地を集約的に利用した農業
が行われていた．そして，耕地利用率を高めるに
は，多くの投下労働量が必要とされ，その労働力
を補うために多くの外国人実習生が導入されてい
た．このように造谷地区の施設園芸は，葉菜類が
導入されることで作型が多角化しており，Ⅰ型よ
りもⅡ型やⅢ型が外国人実習生を雇用し，また，
Ⅰ型やⅡ型よりもⅢ型が農地を集約的に利用して
いた．ただし，葉菜類は軽量で比較的栽培が容易
であるという特徴を有することから，Ⅲ型の作型
をとる農家には，年金や農外就業で安定した収入
を得ている小規模零細農家がみられた．
Ⅴ－２　施設園芸の多角化とその要因
造谷地区はデンプン用甘藷等の栽培が盛んな地
域から，1960年代よりメロン生産が卓越した地域
へと変容した．それが2000年代後半以降，葉菜類
を導入しながら作型を多角化させてきた．このよ
うな多角化によって収益性の高い農業を維持する
ことができた要因として，①平坦で肥沃な農地と
施設化しやすい圃場条件，②多様な集出荷組織の
存在と出荷に有利な立地条件がある．そして，③
後継者の確保，④外国人実習生という補完労働力
の存在が施設園芸の多角化を誘引した（第14図）．
１つ目であるが，造谷地区の農地の多くは鹿島
台地上に位置することから平坦で農業作業には好
都合である．また，第二次世界大戦後の第一次農
地改革において農地の適当な配分とともに，積極
的な土壌改良が実施され，農業に適した肥沃な土
壌が形成された．加えて，散村形態の集落である
造谷地区では，各農家が屋敷地の周囲に農地をま
とめて所有しており，施設園芸にかかる設備投資
を最小限にできた．さらに，農地と主屋が近接す
るために充分な栽培管理が実施できる．こうした
圃場条件が造谷地区における施設園芸を盛んにさ
せ，メロンやトマト，葉菜類といった労働集約的
な作物の高品質生産を可能としている．
２つ目は，造谷地区は東京都心部から90kmに
位置することから，少ない輸送経費で大消費地に
作物を出荷できる．こうした立地条件は，農協共
第４表　農業経営類型ごとの経済性（2015年）
注） 春メロンはクインシ とーアンデスの平均値で計算する．
注） トマトは大玉トマトとミニトマトの平均値で計算する．
（鉾田地域農業改良普及センター提供資料 
および聞き取り調査により作成）
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販だけでなく，任意出荷組合や委託販売業者と
いった多様な集出荷組織を存在させている．農協
共販では厳格な品質管理および直売事業を展開
し，任意出荷組合では長年の経験から品質を適確
に判断して収穫し，出荷を行っている．委託販売
業者では厳格な選果や品質管理をせずに庭先集荷
し，出荷を行う．このように多様な集出荷組織が
様々な基準や方法で集出荷を行っていることが，
農家の販路選択の幅を広げている．さらに，北関
東という立地を活かし，東北地方や甲信越地方の
市場開拓が図られるなど，作物に合わせて競合産
地の出荷が少ないニッチ市場が比較的容易に開拓
できることも利点である．
３つ目では，後継者のいない高齢農業者のみの
農家では労働力不足から小規模零細化が進み，栽
培作物は軽量で栽培作業も容易な葉菜類が導入さ
れている．また，若年農業者が葉菜類の導入を志
向する傾向もある．これは，栽培における危険性
が低く，通年で安定した収入が得やすいという葉
菜類の特徴からである．一方，40～50歳代の経営
者はメロン栽培を継続する傾向にあった．これは，
この年代の農業従事者が，春メロン栽培の最盛期
であった2000年前後の農業を経験しており，地域
の農業が再編期に入るまでに多くの農業経験を
し，高い技術力を身に着け，現在でも高い収益を
あげることができるからである．
最後に，４つ目は，造谷地区を含む鉾田市では
1996年より外国人実習生を受け入れており，外国
人と農業を行うことに抵抗が少ないことである．
農業従事者の高齢化や後継者不足によって労働力
の不足が発生した際，外国人実習生によって労働
力を補っている．また，外国人実習生を受け入れ
たことで，実習生への給料支払いが発生し，比較
的容易に収入を増加させられる葉菜類が導入され
ていた．さらに，葉菜類を多く栽培するには，投
下労働量が増加することから外国人実習生の導入
が図られている．以上のような４つの要因から，
造谷地区における施設園芸農家は，土地や労働力
などの経営基盤や農業経験，経営方針などにあっ
た作型を選択してきたと考えられる．
Ⅵ　おわりに
本稿は，茨城県鉾田市造谷地区を事例に，施設
園芸がどのように変容しながら大規模なメロン産
地が半世紀にわたって存続してきたかを明らかに
した．その際，生産品目やその組み合わせの変化
に着目し，変化要因を施設園芸農家が置かれる圃
場条件や集出荷状況，労働力，さらには作型によ
る経済性の違いといった側面から考察した．
造谷地区は平坦な鹿島台地上に位置し，明治期
の開拓当初より農業が主な生業であった．しかし，
土壌の肥沃度は低く，栽培作物は充分な収益をあ
げることが困難であった．そこで，第二次世界大
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戦後の第一次農地改革において積極的な土壌改良
が実施された． 
1962年からは収益性の高い商品作物としてメロ
ン栽培が開始された．しかし，各農家の土地所有
の状況などにより農業経営形態に差異が生じた．
比較的土地を分散して所有する農家では，栽培管
理が粗放的となるため，投下労働量の少ない甘藷
等の作物を大規模に生産する土地利用型農業を志
向するようになった．一方，屋敷地周辺に集中的
に農地を所有する農家では，栽培管理に多くの労
働力を必要とするメロンのような商品作物が導入
された．造谷地区は散村形態の農村であり，農家
の屋敷地周辺に農地が集中していることから，後
者の農業経営に特化した．1971年には造谷地区に
おいて本格的なメロンの施設栽培が開始され，生
産量および品質が安定した．1975年頃には，春メ
ロンの裏作としてトマトの栽培が開始され，造谷
地区の施設園芸における基本的な作型が確立し
た．
また，1970年代になると，春メロンの品種が変
化した．消費者ニーズの変化によりノーネット系
のプリンスに代わり，ネット系のアンデスやクイ
ンシーが普及した．春メロンの裏作としてアール
スメロンが導入され，定着したのもこの時期であ
る．2001年には造谷地区を含む旭村農協における
春メロンの取扱量が最大となり，当該地区におけ
るメロン栽培は活況を呈した．しかし，それ以降
のメロン栽培は停滞傾向になる．
2005年には葉菜類が導入され，造谷地区におけ
る施設園芸は春メロン+トマト・アールスメロン
といった従来の作型に加え，春メロン+トマト・
アールスメロン+葉菜類やメロン栽培から離脱し
た作型を選択する農家が出現している．こうした，
施設園芸の多角化によって収益性の高い農業地域
が維持されているが，それが可能となった要因と
して，①平坦で肥沃な農地と施設化しやすい圃場
条件，②多様な集出荷組織の存在と出荷に有利な
立地条件，③後継者の確保，④外国人実習生とい
う補完労働力の存在があげられる．なかでも，外
国人実習生という補完労働力の存在は，鉾田市の
農業の特徴であり，外国人実習生がいることで，
高齢農業者の増加や後継者不足，あるいは，より
投下労働量を必要とする作物へ転換を図った時の
不足労働力を一挙に解消していた．そして，それ
ぞれの農家の経営基盤に対応した作型を選択する
ことによって，高い農業所得をあげることができ
る農業地域として存続していた．
本稿の作成にあたり，浅田昌男氏をはじめとする造谷地区住民の皆様，JA茨城旭村営農指導課の小泉洋
二氏，鉾田市産業経済部産業経済課の小沼三男氏および井川斉氏，鉾田市農業委員の入江道男氏，外国人
技能実習生受入組合連絡協議会の土子勝男氏，鉾田市地域農業改良普及センターの小番直樹氏には多大な
るご協力を賜りました．また，土地利用図の製図は，筑波大学技術専門職員の小崎四郎氏に依頼しました．
なお，平成27年度科学研究費助成事業基盤研究（Ｃ）「農業の存続・成長戦略に関する地域動態的研究」（研
究代表者：田林　明，課題番号26370917）による研究費の一部を使用しました．末筆ながら以上を記して
感謝申し上げます．
〔注〕
１）鹿島臨海鉄道大洗鹿島線の鹿島旭駅の西方1.5㎞ほどに位置する舟木集落周辺にあたる．
２）造谷地区で栽培されるネット系メロンには，アンデス，アムス，クインシー，オトメがある．これに
対しノーネット系メロンといわれる品種には，プリンスメロンが該当する．
３）茨城県の銘柄産地では，2015年３月現在，49産地が指定されている（茨城県，2015）．銘柄産地に指
定されることで，当該作目が公表され，知事の表彰が受けられ，さらに推奨マークを添付できる． 
４）委託販売業者とは，農家の依頼を受け，農産物の集荷・運搬・販売を引き受ける業者のことである．
５）「外国人技能実習制度」の規定要件には，以下の諸点が掲げられている．①習得しようとする技術・
技能が同一の作業の反復のみによって習得できるものではないこと，②18歳以上の外国人であること，
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③母国での習得が困難な技術・技能で，日本で実習を受ける必要がある者，④実習修了後，母国へ帰
国し，日本で習得した技能等を活かせる業務に就く者，⑤現地国の国・地方公共団体から推薦を受け
た者，⑥日本で受ける実習と同種の業務に従事した経験がある者，⑦本人および親族等が保証金・違
約金等を送出し機関と約束していない者である（全国農業会議所，2015）． 
６）利き手を指定するのは，鋏等の農具に利き手があるためである．眼鏡の有無は，ビニールハウス内は
湿度が高く，眼鏡がくもりやすいため，作業効率に影響があるためである．
７）畑地2.6haにビニールハウスを建設しているために，農地利用割合にして約69％である．
８）ハウスの建設費は1990年頃で10a当たり90万円程度だったが，現在は120～160万円程度かかる．
９）ホウレンソウの売り上げは年額40～50万円であった．
10）コマツナを選択したのは，軽量で扱いやすく，栽培管理が容易であり，灰汁がないことから病院食等
の安定した需要が見込めるためである．
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